
 

第 79 回伊達市災害対策本部会議 

平成 23 年 6 月 28 日（火） 

17 時 00 分～ 

保原庁舎 2 階応接室 

 

 

1 放射線関係 

・東日本大震災放射能健康管理対策プロジェクト・チーム 

 

・6/28 19:00 「特定避難勧奨地点」に関する説明会 

会場：小国小学校体育館 

 

 

 

2 避難者（所）関係 

・避難者受入・運営状況（健康福祉部） 

 

 

 

3 災害対策号（第 16 号）について 

 

 

 

4 その他（別紙参照） 

・環境放射線測定結果 

 

・第 165～167 回福島県災害対策本部会議の概要 

 

・7 月以降の本部当直体制について 

 

 

 

次回 ・ 



 

第 79 回本部会議の内容について（概要） 

 

1 実施日時等 

平成 23 年 6 月 27 日（火） 17：00～17：35 

 

2 内容 

 市長、阿武隈急行株主総会・取締役会に出席のため、副市長を座長とする。 

1 放射線関係 

   ・東日本大震災放射能健康管理対策プロジェクト・チーム（総務企画部） 

    総務企画部長が資料により説明した。 

    昨日、プロジェクトチームを立ち上げた。あと、7/1 付けで田中先生と宍戸教授にアドバイザ 

ーを委嘱する。このメンバーでアドバイザーと相談しながら調査・研究を進めて行く。 

    

   ・6/28 19：00 「特定避難勧奨地点」に関する説明会（市民生活部） 

    市民生活部長が資料により説明した。 

   （副市長より） 

    先に新聞報道等がされており、特定避難勧奨地点について国が検討していることを受けて我々 

    としても実務レベルで対応していた。今月末を目標に国の方で示してくる。その前段に伊達市 

として地区の方に対して説明会を持つということ。内容的には、特定避難勧奨地点と石田坂ノ 

上・八木平地区の計画的避難区域に準ずる対応との違いについて理解を求める。特定避難勧奨 

地点の制度そのものに関する説明と考え方を国の方から説明していただく。その後、我々と地 

区の方々との意見交換を行う。関心が高いことであるので、かなりの人数が集まるのではない 

か。  

 

2 避難者（所）関係 

・避難者受入・運営状況（健康福祉部） 

    健康福祉部長が資料により説明した。 

    前回の 6/24 から比較すると伊達ふれあいセンターで 8 名減っている。6/30 には梁川体育館を 

    伊達ふれあいセンターの方へ移動するということで、個人の荷物を片付けてもらっている。 

     

3 災害対策号（第 16 号）について 

    広報広聴係長が資料により説明した。 

   （建設部長より） 

    15 号と 16 号で「富成沼田地区」、「富成沼田沼」となっているが場所が違うのか。 

   （防災安全係長より） 

    「沼田地区」というと地点名が特定できないということで、実際に計測している「沼田沼」と 

    表記を変えた。 

    第 15 号では「沼田地区」に★印がついているが誤りである。 

   （総務企画部長より） 

    測定箇所が旧道の分岐のところであれば、「屯所」の方が近いのではないか。 



 

   （市民生活部長より） 

    表記については検討します。 

 

   （市民生活部長より） 

    16 号の発行日が 6/30 ということなので、29 日の協議と 30 日に予定されている公表を合わせ 

    て発行できればよかったが、29 日校了ということでタイミングが合わない。 

    

（副市長より） 

    災害対策号については、毎回、市長のメッセージを入れているので、28 日の小国地区説明会を 

    踏まえた上で市長のメッセージを付け加える方向で調整してもらいたい。 

    本日、午前中の議会の全員協議会の中でお話しをいただいた点で、測定地点の公表の際に川俣 

町の例を示されたが、もう少し場所の特定をされたいとの要望があった。可能な範囲で分かり 

やすいように工夫してほしい。 

    もう 1 点は、農産物の関係で品目を詳細に挙げてほしい。出荷制限、自粛制限を受けている 

    ものや制限が解除されたものの品目だけ載っているのもいいが、見る方にとっては記載されて 

    いないものはどうなのかと捉えがちなので掲載できるよう調整してほしい。 

 

4 その他 

・環境放射線測定結果 

市民生活部長が資料により説明した。 

 

・第 165～167 回福島県災害対策本部会議の概要 

市民生活部長が資料により説明した。 

    167 回の 2 ページ目 1 行目に「特定避難勧奨地点の取り扱いについて」触れられているが、 

    義援金の 2 次配分についてであり、事務局に一任されているとなっているが、県の石川さん 

    何か情報は入っていますか。 

   （県：石川さん） 

    確認しておきます。 

    

   ・7 月以降の本部当直体制について 

    環境防災課長が資料により説明した。 

   （環境防災課長より） 

    今現在、難しい健康問題や土壌問題、除染などの問い合わせが防災安全係に殺到しており、対 

    応に苦慮しているところである。 

    

（会計管理者より） 

    課長補佐というのは、本庁職員のみか。分庁舎、総合支所も含めるのか。 

   （環境防災課長より） 

    5/27 の第 70 回本部会議で話されましたが、梁川分庁舎も含むということでご理解下さい。 

    



 

   （市民生活部長より） 

    市長が見えられましたので、特定避難勧奨地点についてコメントをいただきます。 

   （市長より） 

    計画的避難区域と避難勧奨地点の違いは何かというと２つある。１つは、計画的避難区域は行 

    政区単位というか範囲を指定して適用する。それに対して避難勧奨地点というのは、住居ごと 

    に指定される。もう１つは、計画的避難区域は強制力を伴い、みんな避難してもらうようにな 

    る。避難勧奨地点というのは避難することを促すということ。 

    これから、小国地区、石田地区、相葭地区と想定されていますが、国と協議して国が決定し指 

    定する。そして、国から通知を受けて市が直接そのお宅へ通知する。個人を特定した発表はし 

    ない。プライバシーの問題や風評被害があってはならないため、個人的に通知される。我々の 

    方から、誰が指定されたかというようなことはしない、するべきではない。当然、その指定が 

    決まれば、避難されますか、避難されませんか。ということになる。具体的に相談していく 

ことになる。基本的には、こどもや乳幼児、妊産婦の方は避難した方がいいのではないですか 

ということ。 

    国は今月中に決めたいと。これからの手順としては、今晩、小国地区について説明会を行う。 

    決定前に制度について説明する。具体的に国・県・市と協議があって最終決定をしたら、国が 

    決定し、我々に通知する。その時点で、どこの地区で何軒というような発表があると思う。ど 

    この人というようなことはないと思う。 

    それから住宅等に対する手配も既にやっている。避難の希望がでればそれに対応する。 

    実務的な話ではあるが、市営住宅と雇用促進住宅それぞれ 20 戸ずつ確保されている。昨日か 

    一昨日だと思うが、桑折町の町長と会ったが、仮設住宅が空いているがどうかと話した。県で 

    入居等は行っているが、桑折の町長としては「ぜひ応じます」と言っていた。仮に避難を開始 

    するとしても、来月早々とかになるとは思われないので、検討しておいてもらいたい。今後、 

    何があるか分からないので、万が一に備えて確保すると。県の石川さんには、その可能性につ 

いてあたっていただければと思います。 

    今週から来週にかけて、具体的な取組みになりますので、決定となれば希望調査については、 

    集まっていただくのか、個別相談となるのか検討していかなければならない。集まってもらう 

    のは一番いいが、そういうのがいいのかどうかということもあるので検討してほしい。 

    プロジェクトを発足しました。そのプロジェクトについて議会で予算が成立すれば、ただちに 

    アドバイザーの就任をお願いして、早急に動く必要がある。 

    辞令交付のときも言ったが、今までは放射能に押されてやっていた状況だったが、これからは、 

    第２段階に入った。我々の方が攻めていくべきだ。原発はいろいろとトラブルはあるが安定 

方向に行くだろう。汚染水の除去循環がうまくいけば、ある程度冷温安定へ向かうと判断し 

ていいと思う。今の状況を打破するために我々は取り組んでいく。その取組みというのは除染 

である。健康管理ももちろんある。除染が終わらないうちは健康管理をちゃんとやっていくし 

かない。線量マップの調査も必要である。除染について攻めの姿勢でいくこと。この点につい 

ては、田中先生からも連絡いただいており「これは重大なことであって、全力を挙げて取り組 

みたい」と。それから日本原子力機構で福島県支援本部が作られると。これはある意味県全体 

の除染に取り組むということなんですが、伊達市がパイロット的（先行的）に取り組むことに 

ついて、現場段階で取り組めることについては、どんどん取り組んでもらって、現実に取り組 



 

むことが大事なんだと。先生の知恵を借りて、プロジェクトの人は現場を動かして、とにかく 

実行すること。そこのところを忘れないでやってもらいたい。もちろん、課長職の仕事もある 

わけだから、課長自ら汗をかくのも大事だが、課長を任命したということは部下を使うという 

前提で部下諸君には伝えておいてもらいたい。試験をやって一定の成果が得られたら、それを 

実行していく。マンパワー、予算的なことについては要望していく。 

    そういうことで、７月からは攻めの姿勢で放射能を取り除くという気概でやってもらいたい。 

    健康管理にしても、除染にしてもパイロット的な役割が非常に大きいと改めて申し上げておき 

    たい。 

     

   （市民生活部長より） 

    本日のパトロール出動式についてお願いします。 

   （市長より） 

    今日 10 時 30 分から石戸ふれあいセンターで、霊山・月舘地区安全安心パトロール隊の出動式 

    を行った。県警の生活安全部長がこられて、相当数のパトカーや白バイに出動いただいた。 

    消防団や交通安全協会、母の会など関係団体が出席した。石田地区では避難が始まり、44 戸中 

14 世帯が避難する。14 世帯全部がいなくなるわけではなく、世帯分離で行く人もいる。少な 

くとも若い人たちがいなくなる。残るのが高齢者となり、窃盗や悪徳商法といった防犯上の問 

題が生じる可能性があるということであって、それに対して警察や地区の防犯関係団体がパト 

ロールを強化していく。警察でもこのような体制でやっていただけるのでありがたいと感謝し 

ている。 

 

 

《次回本部会議》 

平成 23 年 7 月 1 日（金）9：00  本庁舎 2 階 応接室において 

 

（文責：齋藤 孝幸） 


